
○定例会 

 平成２７年第１回大多喜町議会定例会３月会議が開かれました。 

◎提出された議案の会議結果は次のとおりです。 
議案番号 件名及び内容 議決月日 審議結果 
同  意 

第 ２号 

副町長の選任について 
副町長鈴木朋美氏が平成２７年３月３１日をもって任期満了

となることから、引き続き同氏を選任することに同意しました。 
３月５日 原案同意 

同  意 

第 ３号 

大多喜町教育委員会委員の任命について 
大多喜町教育委員会委員５名の内、識見を有する者から

選任されている本吉七太郎氏が３月３１日をもって任期

満了となることから、引き続き同氏を選任することに同意

しました。 

３月５日 原案同意 

同  意 

第 ４号 

大多喜町教育委員会委員の任命について 
大多喜町教育委員会委員５名の内、識見を有する者から

選任されている只野和正氏が３月３１日をもって任期満

了となることから、後任として宮本清氏を選任することに

同意しました。 

３月５日 原案同意 

議  案 

第 ２号 

指定管理者の指定について 
大多喜町もみの郷会所交流体験施設の指定管理者となっ

ている会所区長が３月３１日をもって指定期間満了となるた

め、引き続き、会所区長を指定管理者としました。 

３月５日 原案可決 

議  案 

第 ３号 

大多喜町障がい者施策推進計画の策定について 
障害者基本法及び障害者総合支援法に基づき策定が義務

付けられている、第３次障がい者基本計画及び第４期障がい

者福祉計画を策定しました。 

計画期間 

・第３次障がい者基本計画  平成２７年度～３２年度（６年間） 

・第４期障がい福祉計画    平成２７年度～２９年度（３年間） 

３月５日 原案可決 

議  案 

第 ４号 

大多喜町高齢者保健福祉計画及び第６期介護保険事業計

画の策定について 
老人福祉法、高齢者の医療の確保に関する法律及び介護

保険法に基づき策定が義務付けられている、高齢者保健福祉

計画及び第６期介護保険事業計画を策定しました。 

計画期間：平成２７年度～平成２９年度（３年間） 

３月５日 原案可決 

議  案 

第 ５号 

区域外道路の路線認定及び廃止の承諾について 
いすみ市が、大多喜町内（森宮）にある区域外道路（いすみ

市が管理する道路）ついて見直し行い、そのことについて本町

に認定及び廃止の協議がされ、道路法に基づき承諾しまし

た。 

３月５日 原案可決 

議  案 

第 ６号 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正

する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制 ３月６日 原案可決 



定について 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正

に伴い、関係する下記の４つの条例の整理を行いました。 
①大多喜町行政組織条例の一部改正 

法律の改正により町長が「総合教育会議」を設けることに

なったことから各課の分掌事務を定めている本条文の総務

課所管の事務分掌に「総合教育会議に関すること。」を加え

た。 

②大多喜町特別職給料等審議会条例の一部改正 

特別職（議員報酬、町長、副町長）の給与等の改正にあ

たっては、あらかじめ審議会の意見を聴くことを定めており、

今般、教育長が特別職となるため、協議対象に教育長を加

えた。 

③特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例 

同法の改正により、教育長と教育委員会委員長を兼ねた

責任者（新教育長）が置かれることから、非常勤特別職職員

（行政委員等）の報酬を定めている本条例中から「教育委員

会委員長」を削除した。 

④大多喜町教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する条

例の廃止 

教育長が特別職職員の扱いとなることから、常勤特別職

の給与等を定めた条例に移管するため、本条例を廃止し

た。 

議  案 

第 ７号 

大多喜町教育委員会教育長の職務に専念する義務の特例

に関する条例の制定について 

教育長が一般職から特別職職員扱いとなることから、地方

公務員法上の職務専念義務から地方教育行政法に規定する

同義務の適用を受けることとなる。 

そのため、職務専念義務の特例を定めた条例を新たに制定

しました。 

３月６日 原案可決 

議  案 

第 ８号 

大多喜町教育委員会教育長の勤務時間等に関する条例の

制定について 
教育長が特別職職員の扱いとなるため、教育長の給料、旅

費、また一般職に準じた勤務時間を定めた条例が廃止され

た。 

そのため、新たに教育長の勤務時間等を定めた条例を制定

しました。 

３月６日 原案可決 

議  案 

第 ９号 

大多喜町行政手続条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 
行政指導が住民等とトラブルになることを回避するため、行

政指導をする際に、根拠法令、要件等を提示することを義務付

けました。また、法律に基づく行政指導を受けた者が、その

３月６日 原案可決 



指導が法律の要件に適合しないと思う場合に、行政に対

し、その指導の中止等を求めることができるようにしまし

た。 

なお、大多喜町税条例において大多喜町行政手続条例を

引用していることから、本改正に併せて引用している条文の改

正をしました。 

議  案 

第１０号 

大多喜町情報公開条例及び大多喜町個人情報保護条例の

一部を改正する条例の制定について 
独立行政法人通則法が一部改正され、従来同法において

役職員に国家公務員の身分を与えていた「特定独立行政法

人」が廃止され、「行政執行法人」が新たに規定されたことか

ら、同法人名を引用している下記の二つの条例について、法

人名称の改正をしました。 

①大多喜町情報公開条例 

②大多喜町個人情報保護条例 

３月６日 原案可決 

議  案 

第１１号 

特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条

例及び大多喜町教育委員会教育長の給与及び旅費等に関

する条例の一部を改正する条例の制定について 
教育長が特別職職員の扱いとなることから、教育長の給与

及び旅費について下記の二つの条例を改正しました。 
①特別職の職員で非常勤のものの給与及び旅費に関する

条例の一部改正 

教育長の給与及び旅費について本条例に追加しました。 

また、常勤の特別職の給料については、平成 17 年度か

ら減額をはじめているが、依然として厳しい財政状況が続

くことから、引き続き約２５％の減額措置を平成 28 年 3

月 31日まで延長することにしました。 

 

②大多喜町教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する

条例の一部改正 

 現職の教育長にあっては本条例の適用を受けることか

ら、上記条例と同じく教育長の給料について平成２８年３

月３１日まで２５％の減額を延長することにしました。 

３月６日 原案可決 

議  案 

第１２号 

大多喜町一般職の職員の給与等に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 
本条例中から教育長の字句を削除しました。また、一般職

の給料表の引き下げ改正をしました。 

なお、給料表改正により引下げられた差額分について

は、平成３０年３月３１日までの間、支給されます。 

３月６日 原案可決 

議  案 

第１３号 

大多喜町一般職の任期付職員の採用等に関する条例の

制定について 
地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

では、高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者

３月６日 原案可決 



を一定期間採用する場合、また、専門的な知識経験を有す

る者を必要とされる業務に従事させる場合（職員育成に時

間を要す、急速に進歩する技術に対応）及び一定期間の業

務能率向上を図る場合など任期を定めて職員を採用するこ

とができると規定されている。この場合、地方公共団体が

適用する場合には条例を制定する必要がある。大多喜町に

おいても、今後、このような事態が想定されることから新

たに条例を制定しました。 

議  案 

第１４号 

大多喜町行政財産使用料条例の一部を改正する条例の制

定について 
総元小学校と上瀑小学校が平成２７年３月３１日付で

閉校となることから、両校の体育館及び地域学校連携施設

（上瀑ふれあいセンター）の使用料を定めている本条例か

らこれらの施設を削除しました。 

３月６日 原案可決 

議  案 

第１５号 

大多喜町スポーツ施設の設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 
総元小学校と上瀑小学校が閉校となることから総元小

体育館と上瀑小ふれあいセンターの使用料を、本条例中に

追加しました。 
（使用料） 
総元・上瀑小体育館   町内 450 円/時 町外 900 円/時 
上瀑ふれあいｾﾝﾀｰ会議室 町内 230 円/時 町外 460 円/時 
   〃    和 室 町内 150 円/時 町外 300 円/時 

３月６日 原案可決 

議  案 

第１６号 

大多喜町薬草園設置管理条例を廃止する条例の制定につ

いて 
大多喜町薬草園については、平成１７年４月 1 日に千葉

県から町に無償譲渡を受け、城西国際大学を指定管理者と

して施設運営をしていたが、老朽化に加え、利用者数も激

減状態にあることから指定管理期間である平成２６年度

限りで行政財産から普通財産へ切替えるため条例を廃止

しました。 

３月６日 原案可決 

議  案 

第１７号 

大多喜町保育園の設置、管理及び保育の実施に関する条

例の一部を改正する条例の制定について 
児童福祉法の改正により、「保育の実施」の表現が「保

育の利用」に変わった事により条文を整理しました。また、

保育料の算定額は、子ども・子育て支援法により内閣総理

大臣が定める基準とする旨の条文を加えました。 

３月６日 原案可決 

議  案 

第１８号 

大多喜町放課後児童クラブの設置及び管理に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 
放課後児童クラブの名称及び位置を定めている本条例に

おいて、平成２７年４月１日から大多喜小学校を利用していた

児童クラブたんぽぽが上瀑小学校へ移ることに伴い、住所地

を大多喜町下大多喜１００番地に改めました。 

３月６日 原案可決 



 また児童福祉法の一部改正により、放課後児童健全育成

事業の対象となる年齢が概ね１０歳未満から小学校に就

学している児童まで拡大されたことにより、同条例で規定

する対象児童を３年生から６年生まで引上げ改正をしま

した。 
議  案 

第１９号 

大多喜町特別養護老人ホームの設置及び管理に関する条

例の一部を改正する条例の制定について 
地域における医療及び介護の総合的な確保を推進する

ための関係法律の整備等に関する法律が成立し、その中で

介護保険法及び同省令が一部改正され、従来の入所基準が

要介護３以上の要介護者又は要介護１・２の条件付要介護

者に改正されたことに伴い、入所資格を規定している条文

を改正しました。 

３月６日 原案可決 

議  案 

第２０号 

大多喜町介護保険条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 
大多喜町高齢者保健福祉計画及び第６期介護保険事業

計画の策定において、介護報酬の改定、保険者負担割合の

変更、保険料の所得階層の拡大、保険給付費等の増が見込

まれる事等により所得段階別保険料を改正するもの。 
第５期（平成 24 年度～26 年度まで） ６区分（階層） 
第６期（平成 27 年度～29 年度まで） ９区分（階層） 
基準額（年） 51,600 円から 54,000 円へ引上げ 

３月６日 原案可決 

議  案 

第２１号 

大多喜町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する条例の制定について 
「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進

を図るための関係法律の整備に関する法律」が平成２３年

５月に施行され、この法律において介護保険法が一部改正

された。 
 同法の一部改正により「指定介護予防支援等の事業の人

員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する条例」の制定が義務付

けられたため、条例を制定しました。 

３月６日 原案可決 

議  案 

第２２号 

大多喜町地域包括支援センター設置条例の制定について 
「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進

を図るための関係法律の整備に関する法律」が平成２５年

６月に施行され、この法律において介護保険法が一部改正

された。 
 従来、同法省令で定められていた地域包括支援センター

の人員運営基準等について条例で定めることとされたた

め、新たに条例を制定しました。 

３月６日 原案可決 

議  案 大多喜町歴史的景観条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 
３月６日 委員会 



第２３号 本条例で規定している大多喜町歴史的景観審議会につ

いては、街なみ環境整備助成事業の開始前に景観形成地区

を指定するために開催していたが、国庫補助事業が終了

し、町単独事業となったことから現在は大多喜町景観整備

事業補助金交付要綱で設置している大多喜町景観整備事

業検討委員会において検討、助言をしている。 
このため、同審議会の必要性がなくなったため、条例か

ら削除するもの。 
また、特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償

に関する条例で規定している歴史的景観審議会委員の報

酬について削除するもの。 
 本改正については、さらに詳しく検討を行うため福祉経済

常任委員会に付託しました。 

付 託 

議  案 

第２４号 

平成２６年度大多喜町一般会計補正予算(第１３号) 

既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 54,168
千円を追加し、歳入歳出予算の総額を 4,769,837 千円とし

ました。 
また、継続費補正、繰越明許費補正及び地方債補正を行

いました。 
内容は下記のとおりです。 

【歳入歳出予算補正の内容】 
 （歳入）            補 正 額 
  町税 ＝          ３０，５６０千円 
  地方譲与税 ＝        １，０００千円 
  配当割交付金 ＝       １，５００千円 
  株式等譲渡所得割交付金 ＝  ３，０００千円 
  地方消費税交付金 ＝   △１２，０００千円   
  ゴルフ場利用税交付金 ＝ △１０，３００千円  

自動車取得税交付金 ＝       ９０千円 
地方特例交付金 ＝        ３０９千円 
地方交付税 ＝      １０３，８３４千円 
交通安全対策特別交付金 ＝   △５００千円 
分担金及び負担金 ＝    １０，０３６千円  
使用料及び手数料 ＝    △２，２０９千円 
国庫支出金 ＝       ３２，２５５千円 
県支出金 ＝        △２，３４９千円 
財産収入 ＝         ５，０６６千円 
寄附金 ＝          １，１３５千円 
繰入金 ＝       △１４３，７４６千円 
繰越金 ＝         ７７，２４２千円 
諸収入 ＝         △２，５５５千円 
町債 ＝         △３８，２００千円 
 

３月６日 原案可決 



 （歳出）            補 正 額 
  議会費 ＝             ８９千円 

総務費 ＝        １２７，６９４千円 
  民生費 ＝        △２３，９４１千円 
  衛生費 ＝        △２４，２５６千円 
  農林水産業費 ＝     △２７，９３１千円 
  商工費 ＝         ２７，８２３千円 
  土木費 ＝        △３３，９３４千円 
  消防費 ＝         △９，０３８千円 
  教育費 ＝         １７，６６２千円 
【継続費補正の内容】 
  事業名              補正後の額 
  総合計画策定事業          ９，７２０千円 
【繰越明許費補正の内容】 
  事業名              金額 
  地方創生・総合戦略関連事業    ９０，３０２千円 
  プレミアム商品券発行事業     ２７，０００千円 
  遊歩道整備事業           １，８９０千円 
  町道改良事業           ３６，８２７千円 
  橋梁維持事業           ２１，３４０千円 
  地域防災対策事業          ６，１５６千円 
  海洋センター管理運営事業     ２６，７５０千円 
               合計 ２１９，２９４千円 
【地方債補正の内容】 
  起債の目的              補正後の額 
  上水道出資債            ３，１００千円 
  道路整備事業債          ５５，８００千円 
  社会体育施設整備事業債           ０千円 
  臨時財政対策債         ２１４，０００千円 

議  案 

第２５号 

平成２６年度大多喜町国民健康保険特別会計補正予算（第

４号） 
 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１０６，

５５１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を１，４７７，

９９３千円としました。 

３月６日 原案可決 

議  案 

第２６号 

平成２６年度大多喜町後期高齢者医療特別会計補正予

算（第１号） 

 既定の歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ３，８

９０千円を減額し、歳入歳出予算の総額を１０８，１９５

千円としました。 

３月６日 原案可決 

議  案 

第２７号 

平成２６年度大多喜町介護保険特別会計補正予算（第４

号） 
既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ５，３８

８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を１，０８１，３０５

３月６日 原案可決 



千円としました。 
議  案 

第２８号 

平成２６年度大多喜町水道事業会計補正予算（第４号） 
【収益的収入及び支出】 （単位：千円） 
     （既決予定額）  （補正予定額）  （計） 
収 入     497,091     △244   496,847 
支 出     489,670     23,119   512,789 
【資本的収入及び支出】 （単位：千円） 

   （既決予定額）  （補正予定額）  （計） 
収 入     74,370     △61,000   13,370 
支 出     216,829     △63,116   153,713 
【企業債】 （単位：千円） 
（起債の目的）      （限度額） 
配水管布設事業       10,000 

３月６日 原案可決 

議  案 

第２９号 

平成２６年度大多喜町特別養護老人ホーム事業会計補

正予算（第３号） 

【収益的収入及び支出】 （単位：千円） 
   （既決予定額） （補正予定額） （計） 

収 入     315,615    △17,173  298,442 
支 出     306,865     △1,127  305,738 

３月６日 原案可決 

議  案 

第３０号 

平成２７年度大多喜町一般会計予算 

歳入歳出予算の総額    ４，２９２，０００千円  

平成２６年度当初予算額  ４，４３９，０００千円  

比較          △１４７，０００千円（△３．３％）  

３月 19 日 原案可決 

議  案 

第３１号 

平成２７年度大多喜町鉄道経営対策事業基金特別会計予

算 

歳入歳出予算の総額    ５６，４７９千円  

平成２６年度当初予算額  ４５，１９８千円  

比較            １１，２８１千円（２５．０％） 

３月 19 日 原案可決 

議  案 

第３２号 

平成２７年度大多喜町国民健康保険特別会計予算 
歳入歳出予算の総額   １，５６４，５２２千円  

平成２６年度当初予算額 １，３７０，３２２千円  

比較           １９４，２００千円（１４．２％） 

３月 19 日 原案可決 

議  案 

第３３号 

平成２７年度大多喜町後期高齢者医療特別会計予算 

歳入歳出予算の総額    １０８，８９１千円  

平成２６年度当初予算額  １１２，０８５千円  

比較            △３，１９４千円（△２．８％） 

３月 19 日 原案可決 

議  案 

第３４号 

平成２７年度大多喜町介護保険特別会計予算 

歳入歳出予算の総額   １，０６９，６５８千円  

平成２６年度当初予算額 １，０６５，２１４千円  

比較              ４，４４４千円（０．４％） 

３月 19 日 原案可決 

議  案 

第３５号 

平成２７年度大多喜町水道事業会計予算 

【収益的収入及び支出】    （単位：千円） 前年度比 

収 入           ５００，０７９（０．６％）    

３月 19 日 原案可決 



支 出           ４９２，０８８（０．６％） 

【資本的収入及び支出】    （単位：千円） 

収 入            ８８，１７０（２０．５％） 

支 出           ２１９，４８８（３．６％）  

議  案 

第３６号 

平成２７年度大多喜町特別養護老人ホーム事業会計予算 
【収益的収入及び支出】       （単位：千円）   

収 入          ３００，６２５（△４．７％） 

支 出          ２９９，５８５（△３．９％） 

【資本的収入及び支出】       （単位：千円） 

 収 入                ０ 

支 出             ５，６７１（１８３．６％） 

３月 19 日 原案可決 

（追加日程） 

議  案 

第３７号 

平成２６年度大多喜町一般会計補正予算（第１４号） 

既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 9,218
千円を追加し、歳入歳出予算の総額を 4,779,055 千円とし

ました。 
【歳入歳出予算補正の内容】 
 （歳入）            補 正 額 
  寄附金 ＝         １５，５７１千円 
  繰入金 ＝         △６，３５３千円 
 （歳出）            補 正 額 
  総務費 ＝          ８，７１８千円 

教育費 ＝            ５００千円 
 

３月 19 日 原案可決 

発  議 

第 １号 

大多喜町農業委員会の委員の推薦について 

議会から農業委員会の委員に、下記の２名を推薦しました。 
・佐川順一郎氏（葛藤） 
・猿田義久氏（上原） 

３月６日 原案可決 

発  議 

第 ２号 

大多喜町議会委員会条例の一部を改正する条例の制定

について 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律が改正され、

教育長が教育委員会の委員長を兼ねた責任者となることから、

委員会で説明を求める相手を教育委員会委員長から教育長

に改正しました。 

３月６日 原案可決 

 
 
 
 
 
 
 


